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１. 18年  3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)経営成績 ( 7年3 8年3平成1 月期は百万円未満切捨、平成1 月期は百万円未満四捨五入) 

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年  3月期 621,547 1.6 △ 959 ―   2,520 △ 73.7

17年  3月期 611,912 0.8 7,133 △ 15.5 9,585 △ 9.1

当 期 純 利 益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年  3月期 △ 3,699 ―   △ 16.20 ―   △ 1.8 0.7 0.4

17年  3月期 5,026 △ 3.9 22.02 22.01 2.4 2.7 1.6

(注)①期中平均株式数 18年  3月期 228,268,860 株 17年  3月期 228,297,204 株 

　　②会計処理の方法の変更　　有

　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年  3月期 16.00 ―   16.00 3,652 ―   1.8

17年  3月期 16.00 ―   16.00 3,652 72.7 1.7

(3)財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年  3月期 375,756 206,190 54.9 903.32

17年  3月期 360,664 211,006 58.5 924.33

(注)①期末発行済株式数　 18年  3月期 228,258,558 株 17年  3月期 228,279,778 株 

 　 ②期末自己株式数　　 18年  3月期 186,792 株 17年  3月期 165,572 株 

２. 19年  3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中 間 期 310,000 2,500 800 ―   ―   ―   

通　　期 630,000 6,000 2,000 ―   16.00 16.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             8円76銭

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく

　異なる結果となる可能性があります。上記業績予想に関連する事項については、添付書類の7ページをご参照下さい。
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 個 別 財 務 諸 表 等  

 貸  借  対  照  表  

 

18 年 3 月期 17 年 3 月期 
(平成 18 年 3 月 31 日現在) (平成 17 年 3 月 31 日現在) 科      目 

金  額 構成比 金  額 構成比 

増減金額 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

（ 資 産 の 部 ）      

Ⅰ流 動 資 産 207,101 55.1 183,179 50.8 23,922

現 金 及 び 預 金 7,441 32,829  △ 25,389

受 取 手 形 852 865  △     13

売 掛 金 73,867 69,939  3,927

有 価 証 券 10 501  △    491

製 品 及 び 商 品 37,916 25,556  12,360

原 材 料 12,423 6,513  5,910

仕 掛 品 488 455  33

貯 蔵 品 665 515  150

繰 延 税 金 資 産 2,035 1,159  875

関係会社短期貸付金 65,342 40,468  24,873

そ の 他 6,379 4,697  1,682

貸 倒 引 当 金 △    317 △    322  5

Ⅱ固 定 資 産 168,655 44.9 177,485 49.2 △  8,831

 1.有 形 固 定 資 産 69,960 18.6 77,684 21.5 △  7,725

建 物 23,217 25,279  △  2,062

構 築 物 2,986 3,215  △    230

機 械 及 び 装 置 12,466 13,312  △    847

車 両 運 搬 具 165 197  △     33

工具器具及び備品 925 1,024  △    100

土 地 30,080 34,405  △  4,325

建 設 仮 勘 定 121 248  △    128

 2.無 形 固 定 資 産 3,550 1.0 2,998 0.8 551

ソ フ ト ウ ェ ア 3,305 2,742  563

そ の 他 245 256  △     12

 3.投 資 そ の 他 の 資 産 95,145 25.3 96,802 26.9 △  1,657

投 資 有 価 証 券 22,968 19,466  3,502

関 係 会 社 株 式 30,487 31,054  △    568

長 期 貸 付 金 31,674 33,410  △  1,737

長 期 前 払 費 用 135 124  10

前 払 年 金 費 用 4,784 ―  4,784

繰 延 税 金 資 産 5,678 11,983  △  6,305

そ の 他 4,725 4,796  △     72

貸 倒 引 当 金 △  5,306 △  4,034  △  1,271

資   産   合   計 375,756 100.0 360,664 100.0 15,091
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18 年 3 月期 17 年 3 月期 
(平成 18 年 3 月 31 日現在) (平成 17 年 3 月 31 日現在) 科      目 

金  額 構成比 金  額 構成比 

増減金額 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

（ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ流 動 負 債 112,753 30.0 108,971 30.2 3,781

支 払 手 形 1,405 2,183  △    779

買 掛 金 71,128 66,658  4,470

短 期 借 入 金 9,000 ―  9,000

1 年 以 内 返 済 予 定 
長 期 借 入 金 

4,932 3,932  1,000

1 年 以 内 償 還 
予 定 社 債 

― 15,000  △ 15,000

未 払 金 3,056 4,457  △  1,402

未 払 法 人 税 等 407 550  △    143

未 払 費 用 9,005 10,325  △  1,320

関 係 会 社 預 り 金 13,091 4,549  8,542

預 り 金 663 607  55

そ の 他 66 706  △    642

Ⅱ固 定 負 債 56,813 15.1 40,686 11.3 16,127

社 債 9,700 9,700  ―

長 期 借 入 金 46,141 16,073  30,067

退 職 給 付 引 当 金 712 14,618  △ 13,906

長 期 未 払 金 260 294  △     34

負  債  合  計 169,566 45.1 149,657 41.5 19,908

（ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ資 本 金 24,166 6.4 24,165 6.7 ―

Ⅱ資 本 剰 余 金 43,084 11.5 43,083 11.9 ―

資 本 準 備 金 43,084 43,083  ―

Ⅲ利 益 剰 余 金 133,131 35.4 140,482 39.0 △  7,351

利 益 準 備 金 6,041 6,041  ―

任 意 積 立 金 124,302 124,341  △     40

  特別償却準備金 70 102  △     33

  海外投資等損失準備金 27 33  △      7

  固定資産圧縮積立金 620 620  ―

  別 途 積 立 金 123,585 123,585  ―

当 期 未 処 分 利 益 2,788 10,099  △  7,311

Ⅳその他有価証券評価差額金 6,030 1.6 3,468 1.0 2,561

Ⅴ自 己 株 式 △    221 △0.0 △    194 △0.1 △     27

資   本   合   計 206,190 54.9 211,006 58.5 △  4,817

負債及び資本合計 375,756 100.0 360,664 100.0 15,091

 



 

 損  益  計  算  書  

 

18 年 3 月期 17 年 3 月期 

 自平成 17 年 4月 1 日 

至平成 18 年 3 月 31 日 

 自平成 16 年 4月 1 日 

至平成 17 年 3 月 31 日 
科      目 

金  額 百分比 金  額 百分比 

増減金額 
対前期

増減率

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（ 経 常 損 益 の 部 ）       

営 業 損 益 の 部  

 Ⅰ売 上 高 621,547 100.0 611,912 100.0 9,635 1.6

 Ⅱ売 上 原 価 547,298 88.1 525,471 85.9 21,826

  売 上 総 利 益 74,249 11.9 86,440 14.1 △ 12,191

 Ⅲ販売費及び一般管理費 75,208 12.1 79,307 12.9 △  4,100

営 業 利 益 

ま た は 営 業 損 失(△) 
△    959 △  0.2 7,133 1.2 △  8,091 ―

営 業 外 損 益 の 部  

 Ⅳ営 業 外 収 益 5,568 0.9 4,544 0.7 1,024

受取利息及び配当金 3,242 2,152  1,090

その他の営業外収益 2,326 2,391  △     66

 Ⅴ営 業 外 費 用 2,089 0.3 2,092 0.3 △      3

支 払 利 息   655   724  △     69

その他の営業外費用 1,434 1,367  66

経 常 利 益 2,520 0.4 9,585 1.6 △  7,064 △ 73.7

（ 特 別 損 益 の 部 ）  

 Ⅵ特 別 利 益 15,258 2.5 2,171 0.3 13,086

固 定 資 産 売 却 益 302 645   △    344

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,060 1,166  △    107

厚生年金基金代行返上益 13,106 ―  13,106

退 職 給 付 制 度 変 更 益 790 ―  790

保 険 差 益 ― 359    △    359

 Ⅶ特 別 損 失 17,697 2.9 3,946 0.6 13,750

固 定 資 産 売 却 損 336 426  △     91

固 定 資 産 廃 棄 損 292 515  △    224

投資有価証券評価損   115   186  △     71

関係会社株式評価損 1,419 ―  1,419

子 会 社 整 理 損 201 ―  201

特 別 退 職 金 8,605 1,409  7,196

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,960 1,388  571

減 損 損 失 4,280 ―  4,280

そ の 他 の 特 別 損 失 489 19  469

税 引 前 当 期 純 利 益 81 0.0 7,810 1.3 △  7,728 △ 99.0

法人税、住民税及び事業税 130 0.0 2,200 0.4 △  2,070

法 人 税 等 調 整 額 3,650 0.6 584 0.1 3,066

当 期 純 利 益 

または当期純損失(△) 
△  3,699 △  0.6 5,026 0.8 △  8,724 ―

前 期 繰 越 利 益 6,487 5,076  1,411

自 己 株 式 処 分 差 損 ― 2  △      2

当 期 未 処 分 利 益 2,788 10,099  △  7,311
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 利  益  処  分  案  

 

科          目      １８年３月期      １７年３月期 増減金額 

 百万円 百万円 百万円

  当 期 未 処 分 利 益 ２,７８８ １０,０９９   △７,３１１

  特別償却準備金取崩額 ３２ ４１  △    ９

  海外投資等損失準備金取崩額 ７ ６  ―

  別 途 積 立 金 取 崩 額 ８,５８５ ―  ８,５８５

計 １１,４１２ １０,１４７  １,２６５

これを次のとおり処分します。   

  株 主 配 当 金 ３,６５２ ３,６５２  ０

 （ １株につき１６円 ） （ １株につき１６円 ）  

  特 別 償 却 準 備 金 ６ ８  △    ２

  次 期 繰 越 利 益 ７,７５４ ６,４８７  １,２６７

（注）記載金額は、平成 17 年 3月期は百万円未満切捨、平成 18 年 3月期は百万円未満四捨五入して 

表示しております。 
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 重 要 な 会 計 方 針  

１．資産の評価基準及び評価方法  
製品及び商品・原材料・ 
    仕掛品・貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法 
（会計方針の変更） 

製品及び商品、原材料、仕掛品の評価基準及び評価方法は、従
来、総平均法に基づく原価法によっておりましたが、当期より移
動平均法に基づく原価法へ変更しております。 
 この変更は、新会計システムを導入したことを契機に、価格変
動をより迅速かつ適時に在庫に反映させ、期間損益を早期に把握
すること等を目的に行ったものであります。 
 なお、この結果、前期と同一基準を採用した場合と比較して、
当期の棚卸資産は 480 百万円増加し、営業損失は同額減少、経常
利益及び税引前当期純利益は同額増加しております。 

有 価 証 券  
 満期保有目的債券 償却原価法 
 関 係 会 社 株 式 移動平均法に基づく原価法 
 その他有価証券  
  時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
 法により算定） 

  時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 
（会計方針の変更） 

有価証券の評価方法(その他の有価証券の時価のあるものにつ
いては売却原価の算定方法)は、従来、総平均法によっておりま
したが、当期より移動平均法に変更しております。 
 この変更は、新会計システムを導入したことを契機に、有価証
券の売却による売却損益の把握をより迅速かつ適時に行うこと
を目的に行ったものであります。 
 なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。 

２．固定資産の減価償却の方法  
有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、兵庫工場及び徳島工場並びに一部の貸与資産に

ついては定額法） 
なお、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備は

除く）については定額法 
無 形 固 定 資 産 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（5年）に基づく定額法 

３．引当金の計上基準  
貸 倒 引 当 金  一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職給付引当金及び前払

年金費用として計上しております。なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（16年）に

よる定額法により費用処理しております。また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（16年又は13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、日本ハム厚生年金

基金の代行部分について、平成17年4月1日付けで厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受け、平成17年9月7日に国に返還額（最低

責任準備金）の納付を行っております。また、平成18年1月1日付

けで、従来の退職一時金、適格退職年金及び確定給付企業年金の

3制度から、新たに在職期間中の貢献度の累積を退職給付制度に

直接リンクさせるポイント制退職金をベースとした、退職一時



 －28－

金、確定給付企業年金（キャッシュバランス型）及び確定拠出年

金に移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第1号）を適用し制度移行の会計処理を実施

しております。 

なお、代行部分の返上及び制度移行による影響額は特別利益と
して、厚生年金基金代行返上益 13,106 百万円及び退職給付制度
変更益 790 百万円を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお為替予

約が付されている外貨建買入債務については振当処理に、ま

た金利スワップについては特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ. ヘッジ手段･･･為替予約 

 ヘッジ対象･･･キャッシュ・フローが固定されその変動が回

       避されるもの 

ｂ. ヘッジ手段･･･金利スワップ 

   ヘッジ対象･･･借入金 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引は為替リスク管理方針に基づき、取引権限及

び取引限度額を定めた社内規程で運用しております。 

 また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約は契約締結時に為替リスク方針に従っていること

を確認することで、有効性評価の方法としております。また

金利スワップについては特例処理のため有効性評価を省略し

ております。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

固定資産の減損に係る会計基準  当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成
14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第 6号 平成 15 年 10 月 31 日）を適
用しております。これにより税引前当期純利益は 4,280 百万円減
少しております。 
 なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財務諸表等規
則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 
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 注   記   事   項  
１．記載金額は、平成 17 年 3 月期以前は百万円未満切捨て、平成 18 年 3 月期は百万円未満四捨五入して 

表示しております。 

                                       

 18 年３月期 17 年３月期 

２．有形固定資産減価償却累計額 ８３,０６５百万円 ７９,８２４百万円 

３．保 証 債 務 １３,５８７百万円 １２,８３３百万円 

 

４．ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引 

   １）ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

  累 計 額   累 計 額  

 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

 百万円 百万円 百万円  百万円 百万円 百万円

工具器具及び備品 ９６３ ４８３ ４８０  １,８２８ １,２５７ ５７０

車 両 運 搬 具 ５１６ ３１９ １９７  ８２２ ４８２ ３４０

   合      計 １,４７９ ８０２ ６７７  ２,６５０ １,７４０ ９１０

   ２）未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 

１年内 ２７１百万円 ４３４百万円 

１年超 ４０６百万円 ４７６百万円 

合 計 ６７７百万円 ９１０百万円 

   ３）当期の支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 ４３３百万円 ６８５百万円 

減価償却費相当額 ４３３百万円 ６８５百万円 

      なお、リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額については、未経過リース 

    料期末残高の金額に重要性が乏しいため、支払利子込み法により算定しております。 

５．有  価  証  券（子会社株式及び関連会社株式） 

      子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

６．減 損 損 失 

        当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

     １）減損損失を計上した資産グループ及び減損損失計上額、資産の種類毎内訳 （単位：百万円） 

用 途 場 所 土 地 建物･構築物 その他 計 

賃貸用資産 大阪府泉佐野市他 14 ｹ所 3,148 678 28 3,854

遊休資産 北海道空知郡他 8 ｹ所 244 178 4 426

計  3,392 856 32 4,280

     *表示を明瞭にするため、主たる用途ごとに集約して記載しております。 

     ２）資産のグルーピング 

    当社は、事業用資産については、事業の種類別セグメントを基礎として、賃貸用資産、遊休資 

産については、物件単位ごとにグルーピングしております 

     ３）減損損失を認識するに至った経緯 

    賃貸用資産と遊休資産のうち、近年の著しい地価下落に伴い回収可能価額が低下したものにつ 

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上しております。 

４）回収可能価額の算定方法 

    回収可能価額の算定にあたっては、賃貸用資産については正味売却価額又は使用価値を、遊休 

資産については正味売却価額を適用しており、正味売却価額は主として路線価による相続税評価 

額により評価し、使用価値は将来キャッシュ・フローを 4.9％で割り引いて算定しております。 
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７．税効果会計 

   １）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
 18 年３月期 17 年３月期 
繰 延 税 金 資 産    

未払賞与損金算入限度超過額  ６７５百万円 ９６３百万円

未 払 事 業 税 否 認  ― ６３ 
商 品 評 価 損 否 認  ５９ １８ 
退職給与引当金損金算入限度超過額  １,１８６ ７,８６９ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認  １０７ １２０ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 否 認  ５９５ ５,０４３ 
貸倒引当金損金算入限度超過額  １,７３４ １,４４１ 
減 損 損 失  １,７４３ ― 
繰 越 欠 損 金  ７,５６２ ― 
そ の 他  ４０７ ５３０ 

繰 延 税 金 資 産 小 計  １４,０６８ １６,０５０ 
評 価 性 引 当 額  △  １,６６０ ― 

繰 延 税 金 資 産 合 計  １２,４０８ １６,０５０ 
繰 延 税 金 負 債    

特 別 償 却 準 備 金  △      ３０ △      ４８ 
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金  △      １４ △      １８ 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  △    ４３１ △    ４３０ 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △ ４,１９０ △ ２,４１０ 
そ の 他  △      ３０ ― 

繰 延 税 金 負 債 合 計  △ ４,６９５ △ ２,９０８ 

繰延税金資産の純額  ７,７１３ １３,１４２ 
                                   

   ２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳 

 
  17 年３月期 
法 定 実 効 税 率    ４１.０％ 

（調  整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目   ４.１ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △ ４.９ 

住 民 税 均 等 割 等   １.６ 

税 額 控 除   △ ２.４ 

そ の 他   △ ３.７ 

税 効 果 会 計 適 用 後 の 法 人 税 等 の 負 担 率   ３５.７ 

  

     なお、18 年 3月期については、当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。 



 
 役  員  の  異  動  

 

 

１．役員の新任及び退任（平成 18 年 6 月 28 日付予定） 

 

１）新任取締役候補 

該当事項はありません。 

２）新任予定監査役候補 

 

監 査 役（常勤） 乾   壽 郎 〔現 顧 問〕

監   査   役 関   正 弘 
公 認 会 計 士 

ＮＰＯ法人国際会計教育協会会長 

 

３）退任予定取締役 

 

取   締   役 近 石 正 人 〔相 談 役 に 就 任 予 定〕

 

４）退任予定監査役 

 

監 査 役（常勤） 藤 本 寛 之  

監   査   役 木 暮   稔  

 

（注） 新任監査役候補の関 正弘氏は、会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役であります。 
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